
入 札 説 明 書

平成 23年 11月 21日 付けで公告した制限付き一般競争入札 (物品調達契約)に参加しようとす

る者は、別に定めるもののほか次の事項を熟知し、かつ、遵守しなければならない。

1 発注者 青森県知事

2 入札に付する事項

(1)品   名 パソコン (ノ エト型、デスクトップ型)

(2)規  格 別紙仕様書のとおり                  '

(3)数  量 67台

(4)納入期限 平成 24年 2月 3日

(5)納入場所 別紙のとおり

3 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

(1)入札に参加する者に必要な資格

次に掲げる条件をすべて満たしている者であり、かつ、当該入札に参加する者に必要な資格の

確認を受けた者であること。

ア 政令第 167条の 4第 1項の規定に該当しない者であること。

イ 青森県財務規則 (昭和 39年 3月 青森県規則第 10号)第 128条の規定による一般競争入札

に参加できない者でないこと。
´
ウ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札に参加する者の資格等に関する要領 (平成 13年 4月 1日施行)第 5で規定する競争入札

参加資格者名簿 (以下「競争入札参加資格者名簿」という。)に登録され、かつ、A等級に格付

されている者であること。

工 県内に本店を有する者であること。

オ 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に係る競争

入札参加資格者名簿登載業者に関する指名停止要領 (平成 12年 1月 21日施行。以下「指名停

止要領」という。)に基づく知事の指名停止の措置を、制限付き一般競争入札参加資格確認申請

書の提出期限の日から開札の時までの間に、受けていない者であること。

力 競争入札参加資格者名簿に登載された日から開札の時までの間に、指名停止要領別表第 9

号から第 15号までに掲げる措置要件に該当する事実 (既に知事の指名停止の措置が行われた

ものを除く。)がない者であること。

キ 営業品目 (OA機器)が競争入札参加資格者名簿に登録されている者又は2(1)に掲げる

物品と同一の種類の物品について、過去 5年の間に納入実績があることを証明した者であるこ

と。

(2)入札に参加する者に必要な資格の確認          .



制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、制限付き一般競争入札参加資格確認申請書

(第 3‐ 1号及び第 3‐ 2号様式。以下「申請書」という。)を原則として持参により提出し、入札

に参加する者に必要な資格の確認を受けなければならない。資格の確認結果については、制限付

き一般競争入札参加資格確認結果通知書(第 5号様式)により通知する。

ア 提出期限 平成 23年 11月 29日  12時 00分

イ 提出場所 青森県青森市長島一丁目 1番 1号

青森県 出納局 会計管理課 物品調達グループ (県庁東棟 1階 )

ウ 提出部数 1部

4 入札説明書等に関する質問

入札説明書等に関する質問がある場合は、入札説明書等に関する質問書 (第 1号様式)を原則

として持参により提出すること。

なお、入札説明書等に関する質問書に対する回答は、青森県出納局会計管理課ホームページヘの

掲載及び会計管理課物品調達グループにある業者用掲示板への掲示による方法で行う。

(1)提出期限 平成 23年 11月 28日  12時 00分

(2)提出場所 3の (2)のイに定める場所に同じ。

5 制限付き一般競争入札に参加しようとする者に要求される事項

(1)制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、当該入札の執行が完了するまでは、いつでも

当該入札を辞退することができる。

(2)制限付き一般競争入札に参加しようとする者は、入札日の前日までの間において、提出した書

類に関し説明を求められた場合は、それに応じなければならない。

6 入札及び開札に関する事項

(1)日 時 平成 23年 12月 7日 午後 1時 30分

(2)場所 青森県青森市長島一丁目 1番 1号

青森県庁舎東棟 1階 会計管理課入札室

(3)入札保証金 免除する。

(o入札に関する注意事項

ア 入札に参加する場合には、下記の書類を持参すること。

(ア)制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書

(イ)委任代理人が入札するときは、委任状 (既に有効な期間委任状を提出している場合は、持

参不要である。)。

イ 入札に当たっては、財務規則に定める入札者心得書を遵守するものとする。

入札者心得書は、インターネットにより、次のURL(ア ドレス)か ら入手できる。

httpゴ/wwЧ preiaomori。 lg.,p/kenseVyosa」 nles/kokoroe.pdf

ウ 入札書には、別紙参考書式を参考に、次の事項を記載すること。

(ア)入札年月日



(イ)あて名は、「青森県知事」とする。

(ウ)入札参加者の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名及び印 (個人の場合は、住所、氏名

及び印)

(つ 入札金額

(オ)品名

① 数量等

工 入札金額の記載方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 5に相当する額を

加算した金額 (当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額)を も

って落札金額とするので、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見

積もった金額の 105分の 100に相当する金額を入札書に記載するものとする。

オ 郵便により入札書を提出することは認めない。

力 入札執行回数は、原貝1と して、3回を限度とし、不調の場合は最低の価格をもって入札をし

た者との随意契約によるものとする。

キ 2回目の入札において、落札者がなく、かつ、1者を除いて他の入札者がすべて辞退した場

合は、以後の再度入札は行わず、その 1者との随意契約によるものとする。

ク 1回目又は 2回目の入札において、入札に参加しなかった者、無効の入札をした者は以後の

再度入札には参加できないものとする。

ケ 再度入札に移行した場合において、直前の回の最低入札額と同額又はこれを上回る額の入札

をした者の入札は無効とするものとする。

コ 入札が開始されてから入札を辞退するときは、入札執行者に入札辞退届を提出する、又は入

札書に「辞退」と記入して入札箱に投函するものとする。

(5)入札の無効

入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、申請書に虚偽の事実の記載をした者のし

た入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

(6)落札者の決定方法

ア 予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札をした者を落札者とする。

イ 落札者となるべき同価の入札者が 2人以上あるときは、直ちに、くじで落札者を定める。こ

の場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、入札事務

に関係のない職員にくじを引かせるものとする。

7 契約に関する事項

(1)契約書 (案)別 紙のとおり

(2)契約保証金

契約者は、契約金額の 100分の 5以上の契約保証金を納付するものとする。ただし、次のいず

れかに該当するときは、その納付を免除する。



ア 契約者が保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。

イ 過去 2年の間に国又は地方公共団体とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を 2回以上に

わたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれが

ないと認められるとき。          ン

(3)契約書の取り交わしの時期 落札決定の日から7日以内に契約を締結する。

(4)落札の決定後、当該入札に係る契約の締結までの間において、当該落札者が 3の (1)に掲げるい

ずれかの要件を満たさなくなったときは、当該契約を締結しない。

8 その他 なし

9 問い合わせ先                                  I

青森県青森市長島一丁目1番 1号 青森県庁東棟 1階

、青森県 出納局 会計管理課 物品調達グループ

担当 主査 福士 友美

電話 017ィ 734-9104



物 品 売 買 契 約 書

住所

受注者

青森市長島一丁目1番 1号

発注者  青 森 県

上記当事者間において、物品売買のため、次のとおり (ただし、      を除く。)
契約を締結した。

(物品売買及び売買代金)

第 1条 受注者は、次に掲げる物品 (以下「売買物品」という。)を、次に掲げる売買代金に
より、発注者に売り渡し、発注者は、これを買い受けることを約した。

(1)名   称   パソコン (ノート型、デスクトップ型)
(動 形式・規格   別紙仕様書のとおり
儡)数   量   別紙のとおり
他)金  額  ¥.
(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ¥.         )

(契約保証金)

第 2条 lAl 契約保証金は、金      円とする。
2 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。
3 第 1項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。
第 2条 8)契約保証金は、免除する。
(売買物品の納入等)

第 3条 売買物品の納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。
(1)納入期限  平成 24年 2月 3日
は)納入場所  別紙のとおり
2 受注者は、売買物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を発注者に通知する
とともに、納入の際は、物品納入管理票を提出するものとする。        ′

3 受注者は、第 1項の納入期限までに売買物品を納入できないときは、遅滞なくその旨を
発注者に通知しなければならない。

(売買物品の検査等)

第4条 発注者は、売買物品の納入があつた場合において、受注者の立会いの下に検査を行
うものとし、検査の結果、合格と認めるときは、直ちに売買物品の引渡しを受けるものと

する。



2 前項の検査に要する費用及び検査のために売買物品が変質又は消耗き損したことによる
損害は、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊の検査に要する費用は、この限りでな

い 。

3 受注者は、自らの都合により検査に立ち会わないときは、検査の結果について異議を申
し立てることができないものとする。

4 第 1項の検査に合格しなかったときは、受注者は、売買物品を遅滞なく引き取り、発注
者の指定する期日までに代品を納入しなければならない。

5 前条第 2項及び第 3項並びに前4項の規定は、代品の納入について準用する。
(所有権の移転時期)

第 5条 売買物品の所有権は、前条第 1項の検査に合格し、引渡しを完了した時、発注者に
移転する。

(売買代金の支払)

第6条 受注者は、売買物品の引渡しを完了した後、請求書により発注者に売買代金を請求
するものとする。

2 発注者は、前項の請求書を受理した日から起算して 30日以内に売買代金を支払うものと
する。

(遅延利息)

第7条 受注者は、その責めに帰する理由により第 3条第 1項の納入期限までに売買物品を
納入しなかった場合は、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、売買代金

の額につき年3.1パーセントの割合で計算して得た金額を遅延利息として発注者に納付す

るものとする。この場合において、遅延利息の額が 100円未満であるどき、又はその額に

100円未満の端数があるときは、その金額又は端数を切り捨てるものとする。

2 発注者は、前項の遅延利息を、売買代金より控除するものとする。
(かし担保責任)

第8条 発注者は、売買物品の所有権が移転した後、売買物品に数量の不足その他隠れたか
しがあることを発見したときは、当該所有権の移転後 1年以内に受注者に対して売買物品

の補修、取替え、この契約の解除又はこれらに代え、若しくはこれらとともに損害の賠償

を請求することができる。

2 発注者は、受注者が前項の補修又は取替えに応じないときは、補修又は取替えに代わる
必要な措置を講ずることができるものとし、これに要する費用は受注者が負担するものと

する。

(契約の解除)

第 9条 発注者は、前条の規定による場合のほか、受注者が次の各号のいずれかに該当する
場合は、この契約を解除することができる。

(1)その責めに帰する理由により、第 3条第 1項の納入期限までに物品を納入しなかった

とき、又は納入する見込みがないと明らかに認められるとき。



(跡 その他この契約に違反し、その違反によってこの契約の目的を達することができない

と認められるとき。

(契約保証金の帰属)

第 10条 仙)発 注者が、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、第 2条の契約保証金は、

発注者に帰属するものとする。

(違約金)

第 10条 儡)発 注者は、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、売買代金の額の 100

分の 5に相当する金額を違約金として受注者から徴収するものとする。この場合において、

違約金の額が 100円未満であるとき、又はその額に 100円未満の端数があるときは、その

全額又は端数を切り捨てるものとする。

(損害賠償)

第 H条 発注者は、第 9条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違約金又

は契約保証金 (契約保証金の納付に代えて提供された担保については、当該担保の価値)

若しくは履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その超えた金額

を損害賠償として受注者から徴収する。

(協議事項)

第 12条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、受注者と発注者と

が協議して定めるものとする。

上記契約の成立を証するため、この契約書を 2通作成し、受注者及び発注者が記名押印し、

各自その 1通を保有するものとする。

平成   年   月   日

受注者

発注者  青森県知事  二 村 申 吾  囲



暴力団排除に係る特記事項

(総則)

第 1 受注者は、青森県暴力団排除条例 (平成23年 3月 青森県条例第9号)の基本理念に則り、
この特記事項が添付される契約 (以下「本契約」という。)及びこの特記事項を守らなけ

ればならない。

(暴力団排除に係る契約の解除)

第2 発注者は、受注者 (第 1号から第 5号までに掲げる場合にあっては、受注者又はその
支配人 (受注者が法人の場合にあっては、受注者又はその役員若しくはその支店若しくは

契約を締結する事務所の代表者))が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約を解

除することができる。

(1)暴力団員 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第77号 )

第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。第 5号及び第 6号において同じ。)であると認

められるとき。

紀)自己若しくは第二者の不正な利益を図り又は第二者に損害を与える目的で暴力団 (暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第 2号に規定する暴力団をいう。

以下この項において同じ。)の威力を利用したと認められるとき。

偲)暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与 (以下この号及び次号

において「金品等の供与」という。)を し、又は暴力団の活動若しくは運営を支援する目

的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。

に)正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資するこ

ととなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。

低)暴力団員と交際していると認められるとき。

脩)暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。

舒)その者又はその支配人 (その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若しく

はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者)が第 1号から前号までのいずれか

に該当することを知りながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の購入契約その

他の契約を締結したと認められるとき。                      、

偲)第 1号から第 6号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に係る

下請契約、材料等の購入契約その他の契約 (前号に該当する場合の当該契約を除く。)に

ついて、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。

2 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属ヾ違約金及び損害賠償につ
いては、本契約の規定による。



参考 (契約書として調製するときは、この部分は削除する。)

【契約保証金等に係る削除条項例】

1 契約金額150万円以下の随意契約による免除 (財務規則第159条第 1項第6号該当)

第2条ω、第10条lAJ                 ,
2 履行保証保険契約締結による免除 (財務規則第159条第1項第1号該当)
第2条 KAl、 第10条 KAl

3 実績免除 (財務規則第159条第1項第2号該当)
第 2条 KAl、 第10条 lAJ

4 現金 (又は納付証券)による納付 (財務規則第159条第1項本文該当)
第2条 (Bl、 第10条(め



(別紙)

パソコン (ノ ート型、デスクトップ型)

品 名 規格等 数 量 単 価 金 額

Iノ ート型パソコン I型 別紙仕様書のとおり 27

Ⅱ ノート型パソコン‖型 別紙仕様書のとおり 30

Ⅲデスクトップ型パソコン 別紙仕様書のとおり 10

小  計

消費税

合  計 67

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

③

③

①

①

⑫

①

①

⑮

①

①

①

①

⑩

⑪

②

④

④

⑮

④

⑪

④

パソコン(ノート型、デスクトップ型)

ェ IⅡ IⅢ
納入場所 検査場所及び検査方法

取得先

総務学事課 4

取得先に

同じ

会計管理課物品調達ゲ
ループにおいて納入台数及
び仕様の検査を行い、納入
場所において設置後の起動
確認を行なうものとする。

税務課 6

財産管理課 1

青少年・男女共同参画課 1

健康福祉政策課

保健衛生課 2 1

東青地域県民局地域健康福祉部 (保健総室)

東青地域県民局地域健康福祉部 (福祉総室) 2

中南地域県民局地域健康福祉部 (保健総室) 2

三八地域県民局地域健康福祉部 (保健総室)

三八地域県民局地域健康福祉部 (福祉総室 ) 2

西北地域県民局地域健康福祉部 (保健総室 ) 3

西北地域県民局健康福祉部 (福祉こども総室) 4

上北地域県民局地域健康福祉部 (福祉こども総室)

経営支援課 1

農林水産政策課 3 2

下北地域県民局地域農林水産部 6

上北地域県民局地域農林水産部 3

上北地域県民局地域農林水産部農業普及振興室三沢普及分室 1

総合販売戦略課 4

林政課 5

会計管理課 3

財務指導課

青森環境管理事務所

弘前環境管理事務所 1

むつ環境管理事務所 1

観光企画課 1

27 30 10



ノート型 I(低スペック)仕様明細

調達するパソコンはノート型 (画面、パソコン本体、キーボートー体型)とし、一般市場で多数流通し、

保守体制の確立されているメーカー製を選択すること。

機器の仕様を以下に示す。

その他の条件

O製品は1年間の製品保証、及びその後2年間の部品保証を付すこと。

O物品納入に当たり、hternet Exttore'は 8で設定すること。また、次の設定を

情報システム課の指示により行なうこと。

全庁LAN設定(青森県職員ポータルシステム)

財務オンラインシステム設定(財務オンラインシステム及びプリンターの設定)

ウイルス対策ソフト及び資産管理ソフトのインストール

項 目 仕 様

CPU クロック周波数 2.3GHz以上のデュアルコアCPUであり、内蔵している2

次又は3次キヤッシユメモリは3MB以上装備していること。または同等の機

能を有していること。セキュリティチップを搭載していること。

メモリ 2.OGB以上装備すること。
ハードディスク 250GB以上装備すること。
DVD/CDドライブ DVD―ROM、 CD―ROMを 読 めること。

ディスクドライブは内蔵されていること。

画面 TFT方式で画面サイズ15インチ以上であることも
1,024X768ドット以上が表示できること。

表示色1,600万色以上で表示ができること。

外部ディスプレイ接続時、解像度XGA及び表示色1600万色以上で本体
ディスプレイと同時表示が可能なこと。          _

イ
ン
タ
ー

フ
ェ
イ
ス

LAN 1ポート装備していること。
10BASE一T/100BASE―TXに対応していること。ただし、本体に内蔵してい

ること。(R」45モジュラTコネクタを直接接続できること。)

USB 3ポート以上装備すること。(USB2.0に 対応していること。)

ァィスプレイ アナログRCB(D―Sub15ピン)を 1ポート以上装備すること。

ポインティング
デバイス

トラックパツドを装備すること。

バッテリー 安全性が保障されたバッテリーを装備すること。

その他 可能な限り省エネルギーであること。

可能な限り省スペースであること。

本調達では、環境への画己慮として、以下の項目を満たすこと。
ログリーン購入法、グリーン購入ガイドラインに準拠していること。

・省エネ法(2011年度達成目標値)の基準を達成していること。
日PCグリーンラベルを取得していること。      ____

付属品 indows7 ProfesSon』 wtth SP1 32ビット相当を

装備し、再セットアツプ媒体を添付していること。

USB接続光センサ
「
文はレーザー型マウスを添付すること。

付属ソフトウエア MicrosoR社 製 6術ce Home&Budness 2010又 は Omce standard 2010と

同等の機能を有するOAソフトウエアを装備していること。またインストール

メディアを添付すること。

MicrosoR社製Omce standard 2010を購入する場合は、GoYernment Open

日cense(ガバメラトォープンライセンス)価格レベル Aの価格を適用するこ

と。



2ノート型 E(高スペック)仕様明細
調達するパソコンはノート型 (画面、パソコン本体、キーボート=体

型)とし、一般市場で多数流通し、

保守体制の確立されているメーカー製を選択すること。

機器の仕様を以下に示す。

その他の条件

O製品は1年間の製品保証、及びその後2年間の部品保証を付すこと。
O物品納入に当たり、Internet Exttorerは 8で設定すること。また、次の設定を

情報システム課の指示により行なうこと。

全庁LAN設定(青森県職員ポータルシステム)

財務オンラインシステム設定 (財務オンラインシステム及びプリンタ下の設定)

ウイルス対策ソフト及び資産管理ソフトのインストール

項 目 仕 様

CPU クロック周波数2.5GHz以上のデュアルコアCPUであり、内蔵している2

次又は3次キャッシュメモリは3MB以上装備していること。または同等の機

能を有していること。セキュリティチップを搭載していること。

メモリ 4.OGB以上装備すること。
ハードディスク 320GB以上装備すること。
DVD/CDドライブ DVD―ROM、 CD―ROMを読めること。

DVD―R/DVD― RW/CD―R/CD―RWを読み書きできること。

ディスクドライブは内蔵されていること。

画面 TFT方式で画面サイズ 15インチ以上であること。
1,600X900ドット(HD十)以上が表示できること。

表示色 1,600万色以上で表示ができること。

外部ディスプレイ接続時、解像度X6A及び表示色 1600万色以上で本体デ

ィスプレイと同時表示が可能なこと。    ヽ

イ
ン
タ
ー
フ
エ
イ
ス

LAN 1ポート装備していること。

10BASE―T/100BASE― TXに対応していること。ただし、本体に内蔵してい

ること。(RJ45モジュラーコネクタを直接接続できること。)

USB 3ポート以上装備すること。(USB2.0に 対応していること。)

ァィスプレイ ア ナ ログ RGB(DTSbb15ピ ン )を 1ポー ト以 上 装 備 す る こと。

ポインティング
デバイス

トラックパッドを装備すること。

バッテリー 安全性が保障されたバッテリーを装備すること。

その他 可能な限り省エネルギーであること。       ・
可能な限り省スペースであること。

本調達では、環境への配慮として、以下の項目を満たすこと。

・グリーン購入法、グリーン購入ガイドラインに準拠していること。
L省エネ法(2011年度達成目標値)の基準を達成していること。

・PCグリーンラベルを取得していること。
付属品 osは、Mi心おsoft社製 Windows7 ProfesSonat wtth SP1 32ビ ット相当を

装備し、再セットアツプ媒体を添付していること。

USB接続光センサー又はレーサ
・
T型マウスを添付すること。

付属ソフトウエア Mic'6sO孔社製 0術be ProfesSon』 2010と同等の機能を有するOAソフト

ウェアを装備していること。またインストールメディアを添付すること。

MicrosoR社 製 Omttc ProfesSon』 2010を購入する場合は、Government

Open ttcense(ガバメントオープンライセンス)価格レベル Aの価格を適用

すること。                    _



3デスクトツプ型仕様明細
クライアントの形状は、デスクトップ型(画面、パソコン本体(縦置き、横置きともに可能なもの)、 キー

ボード別型)とし、一般市場で多数流通して保守体制の確立されているメーカー製を選択すること。

機器の仕様を以下に示す。

その他の条件

O製品は1年間の製品保証、及びその後2年間の部品保証を付すこと。

O物品納入に当たり、hternet Ex』 orerは8で設定すること。また、次の設定を

情報システム課の指示により行なうこと。

全庁LAN設定 (青森県職員ポータルシステム)

財務オンラインシステム設定(財務オンラインシステム及びプリンターの設定)

ウイルス対策ソフト及び資産管理ソフトのインストール

項 目 仕 様

CPU クロック周波数2.7GHz以上、4スレッド以上のデュアルコア又はマルチコ

アCPUであり、内蔵している2次又は 3次キャッシュメモリは4MB以上装
備していること。セキュリテイチツプを装備していること。

メモリ 4.OGB以上装備すること。
ハードディスク 500GB以上装備すること。
DVD/CDドライブ DVD―ROM、 CD―ROMを 読 めること。

DVD― R/DVD― RW/CD― R/CD―RWを読み 書きできること。

ディスクドライブは内蔵されていること。

画面 TFT方式で画面サイズ 17インチ以上であること。

1,024X768ド ット以上が表示できること。

表示色 1,600万色以上で表示ができること。

PCIスロット 1スロット以上装備すること。

インター

フエイス

LAN 1ポート装備していること。

10BASE― T/100BASE― TXに対応 していること。ただし、本体 に内蔵 している

とと。(R」45モジュラーコネクタを直接接続できること。)

USB 4ポート以上装備すること。(USB2.0に 対応していること。)

外形寸法 幅 100mm X奥行 390mm X高さ370mm程度 (縦置き時、スタンド装着なし)

で可能な限り省スペースであること。

その他 本調達では、環境への配慮として、以下の項目を満たすこと。

・グリーシ購入法、グリーン購入ガイドラインに準拠していること。

・省エネ法(2011年度達成目標値)の基準を達成していること。

・PCグリーンラベルを取得していること。        __
付属品 α団よい舷潤Ⅸ乱判潔騨Ⅳindows7 ProfesSo中 I市止h SP1 32ビット相当を

装備し、再セットアツプ媒体を添付していること。

USB接続 109キーボードを添付すること。
USB接続光センサー又はレ…ザ…型マウスを添付すること。
ディスプレイにスピーカーがない場合は、別途スピーカTを添付すること。

付属ソフトウエア �icrosoi社 製 0布ce ProfesSon』 2010と同警の機能を有する
OAソフトウ

ェァを装備していること。またインストールメディアを添付すること。
MicrosoR社 製 Omce Pおfesson』 2010を購入する場合は、Government

opとn ttcense(ガバメントオープンライセンス)価格レベルAの価格を適用

すること。                 _



(別紙)入札書参考書式

青 森 県 知 事      殿

所在地又は住所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

(委任代理人

入   札
.書

(内訳)

年  月  日

⑪

⑪)

金 額

(税抜)

億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

品   目 数量 単価 (円 ) 金額 (円 )

ノートパソコン I型 27

ノー トパソコンⅡ型 30

デスクトップパソコン 10

ハ
日 計

注 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。



第 1号様式 (第 6条関係)

青森県出納局会計管理課長 殿

年  月  日

所在地又は住所

商号 又は名称

代 表 者 職 氏 名

担 当 者 氏 名

連  絡  先

入札説明書等に関する質問書

⑪

公  告  日 平成 23年 11月 21日

品 名 パソコン (ノート型、デスクトップ型)

質 問 事 項

注 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。



第 3‐ 1号様式 (第 7条関係 )

年  月  日

青森県知事

所在地又は住所

商号 又は名称

代表者職氏名

担 当 者 氏 名

連  絡  先

制限付き一般競争入札参加資格確認申請書

平成 23年 11月 21日 付けで公告した制限付き一般競争入札に参加したいので、その資格の確認

について、納入実績証明書を添えて、下記のとおり申請します。

なお、この申請書の内容についてはすべて事実と相違ないことを誓約します。       ヽ

記

1 品  名        パソコン (ノート型、デスクトップ型)

2 業者番号及び等級格付

3 登録営業品目

4 申請日現在の指名停止措置の有無

有  。  無

5 誓約事項

次の各号について、誓約します。

(1)地方自治法施行令第 167条の4第 1項の規定に該当していないこと。

(2)同条第 2項に規定する要件に該当していないこと。

注 1 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。

2 知事が指定した営業品目が競争入札参加資格者名簿に登録されている者は、納入実績証明書の

提出を要しない。

殿

⑪



第 3‐2号様式 (第 7条関係)

納 入 実 績 証 明 書

年  月  日

青森県知事 殿

所在地又は住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 職 氏 名

平成 23年 11月 21日 付けで公告した制限付き一般競争入札に係る調達物品の納入実績は、下記

のとおりであることを証明します。

1       記

1 品 名 パソコン (ノ ート型、デスクトップ型)  ′

2 過去 5年間の納入実績 (同一の種類の物品を含む。)

3′ 添付書類

契約書 (写)その他実績を確認することができる書類

注 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。

⑪

メーカー名 機 種 規 格 納入年度 納入先 納入数量 備 考



第 5号様式 (第 7条関係)
青 会 管 第   号
平成 23年  月  日

申請者  殿

青森県出納局会計管理課長 囲

制限付き一般競争入札参加資格確認結果通知書

平成 23年  月  日付けで申請のあった制限付き一般競争入札の参加資格について、確認結

果を下記のとおり通知します。

なお、入札参加資格を有すると通知された者は、入札日当日に、本通知書を持参してください。

1 品 名
パソコン (ノ ート型、デスクトップ型)

2 入札参加資格の有無

有

無 (理由

※ 入札参加資格がないと通知を受けた者は、本通知書を受理した日から起算して 2日 以内 (休日を

除く。)に、入札参加資格がない理由について、書面を持参し説明を求めることができます。

記



(が考様式)

平成  年  月  日

青森県知事 殿

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名

私は、次の者を委任代理人と定め、下記件名の入札及び見積 りに関する一切の権限を

委任します。

状任委

0

受任者 所在地又は住所

商号又は名称

職氏名

代理人使用印鑑

記

入札件名  パソコン (ノート型、デスクトップ型)に係る制限付き一般競争入札

入札期日  平成 23年 12月 7日

入札場所  県庁東棟 1階 出納局会計管理課入札室


